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中期方針（2020̶2024年）における課題

「地球や社会との共存」に向けた企業活動
● 持続可能な開発のためグローバル・パートナーシップを構築
● 製品ライフサイクルを通じ、化学物質の管理および廃棄物の削減
● 資源再利用の積極的活用と再生可能エネルギーの活用

環境への取り組み 気候変動への取り組み
自然環境保護への意識の高まりや環境保全のための活動が活発になる中で、当社グループでは、『地球や社会と共

存』に向けた企業活動を通じて持続可能な循環型社会の形成に挑戦しています。また、国際的な化学物質管理の動向

を鑑みて、法規制を遵守した環境汚染の防止のみならず、化学物質の自主的な管理、改善を促進しつつ、環境負荷の

低減を目指して活動しています。

環境負荷の状況
当社グループは、原料の調達、生産、廃棄、リサイクルに至るまでの

事業活動において、環境に与える影響を正確に把握し、使用量、排

出量の削減および再利用を定性的、定量的に把握し、環境負荷低

減に努めてまいります。

各種ESGデータは、ホームページに公開しています。

TCFD提言への対応について
TCFD提言では、気候変動に関するリスク・機会に対し、「ガバナ

ンス」「戦略」「リスク管理」「指標と目標」の4項目に関する情報開

示が推奨されています。

当社グループでは、これまでに実施してきた気候変動に関わる

活動を、TCFD提言にもとづいたフレームワークに落とし込み、分

析したリスク・機会の情報開示を実施することで、社会やステー

クホルダーの皆様の信頼獲得に努めてまいります。

シナリオ分析

■分析条件

気候変動が当社グループの事業に及ぼす機会・リスクについて、

下記の条件を基にTCFDの枠組みに沿ってシナリオ分析を実施

しました。

分析条件は、気候変動抑制のためにさまざまな施策がとられる

シナリオ（1.5℃シナリオ）と何も施策を講じないシナリオ（4.0℃

シナリオ）の２つのシナリオを設定しました。

また、当社の事業セグメントに対しても、同条件で機会・リスクを

抽出しました。

ガバナンス

■ガバナンス体制図

当社レジリエンスに関わる活動に関し、活動を行う組織として、

サステナビリティ委員会を設置いたしました。この組織は代表取

締役社長をリーダーとした組織横断的なメンバーで構成されて

います。

基本方針などの重要事項は取締役会にて審議・決議し、それ以

外はサステナビリティ委員会にて協議を行います（年2回）。協議

内容は取締役会へ報告し（年2回）、必要な場合は審議・承認を

行います。

新しいリスクが判明した場合、まず、リスク・コンプライアンス委員

会にて議論し、TCFD関連と判断された場合、サステナビリティ委

員会にてシナリオ分析・重要リスクの抽出を実施いたします。

分析結果は、リスク・コンプライアンス委員会・取締役会に報告

します。

エネルギーや資源の使用量を低減する努力をしています

事業活動による排出を低減する努力をしています

事業活動

インプット

アウトプット

当社グループ

原料

47.1千㌧

研究開発/生産活動

生産量 40.3千㌧

水

580万㌧

エネルギー

総エネルギー 　15,993KL

電力 7,290KL

重油 　4,418KL

天然ガス 　4,275KL

その他 10KL

大気排出量

CO2 　42.3千㌧

SOX 　6.2㌧

水域排出量

COD負荷量 　17.7㌧

SS負荷量 　13.3㌧

廃棄物排出量

産業廃棄物発生量 　20.4千㌧
（再資源化率20％）

社内処理量 13.2千㌧
（社内処理率65％）

最終埋立処分量 　132.2㌧
（最終処分率 0.6％）

社外排出量 　7.2千㌧

NOX 　15.6㌧

PRTR物質 17.9㌧

（注 ： エネルギー使用量は、原油換算しています。）

仕入先 お客様
ポリ容器/ドラムの

回収
ポリ容器/ドラムの

回収

出荷

松や
トウモロコシなど
天然素材を
使用

CO2循環

廃油
廃溶剤
再利用
2.2千㌧

廃油
廃スクラップなど

森林

吸収

植林活動
「大阪有機 
未来の森」

内
訳

回収 再利用再精製
社外

代表取締役社長

取締役会

経営会議内部統制委員会

リスク・コンプライアンス委員会 サステナビリティ委員会 執行役員/各部門・関係会社
議題

報告

報告

INPUT

OUTPUT

IPCC：SSP1-1.9
IEA-WEO：NZE

IPCC：SSP5-8.5
IEA-WEO：STEPS

参考条件

西暦

炭素税 （USD/t-CO2）

海面上昇（～2100年）

年平均降水量（～2100年）

エネルギー消費における
電気エネルギーの割合（産業）

発電の電源構成
石炭-石油
天然ガス
原子力
再エネ

世界のCO2排出量
（Gt-CO2）

石炭-石油 38%
天然ガス 23%
原子力 10%
再エネ 28%
その他 1%

2020年

22%

0

　

石炭-石油 9%
天然ガス 17%
原子力 10%
再エネ 61%
その他 3%

2030年

28%

0.28～0.55ｍ

0～5％増加

15～90

26

石炭-石油 0%
天然ガス 0%
原子力 8%
再エネ 88%
その他 4%

2050年

46%

55～200

0

石炭-石油 27%
天然ガス 21%
原子力 9%
再エネ 42%
その他 1%

2030年

23%

0.63～1.01ｍ

1～13％増加

0

37

石炭-石油 14%
天然ガス 18%
原子力 8%
再エネ 60%
その他 0%

2050年

25%

0

34

Ref 1.5℃シナリオ 4.0℃シナリオ
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低炭素社会実現に向けたこれまでの歩み

カーボンニュートラル実現に向けた取り組み
地球温暖化による気候変動や現代社会の持続可能性が国際的な課題となっています。この喫緊の課題に対して、パリ協
定および関連する決定においては、温室効果ガスの低排出型の発展のための長期的な戦略を策定し、提出が努力義務と
なりました。これを受け2020年10月に政府が2050年までにカーボンニュートラルを目指すと宣言しました。化学業界
は、産業部門の中で鉄鋼に次いで二酸化炭素を多く排出している分野です。当社グループにおいても大量のエネルギーを
使用し事業を営んでいます。長期的には脱炭素の対応を重要課題に掲げ、中期的に廃棄物の有効利用、エネルギー化を
検討し、短期的には太陽光発電設備の導入、グリーン電力の購入によりカーボンニュートラル、脱炭素社会を目指します。

環境負荷低減に向けた取り組み
日常わたしたちが手にする製品には、化学物質からつくられた素材が数多く使われています。化学物質は、わたしたち
の生活を豊かにし、便利で快適な生活を維持する上で欠かすことのできないものとなっています。その一方で、素材
を生産する過程で石油から得られた原料と大量のエネルギーを消費しています。出来上がった素材は日常生活や事
業活動において利用されたのちに大気中、川や海など水の中、土の中へといった環境中に排出しています。昨今の急
激な環境問題の変化の中、素材メーカーである当社グループでは、生産において法規制を遵守した環境汚染の防止
はもとより、製品の安全性確認、環境負荷の低減を目指して活動を続けています。
2022年度も漏洩、災害などの重大な環境コンプライアンス違反はありませんでした。今後も事業を継続するため従
業員一人ひとりが法遵守の重要性を理解し、適切な処理方法で発生する廃棄物の処理を行い地球環境に配慮した
活動を続けます。

2015年度に長期経営計画（Next Stage10）がスタートし、電
子材料分野へ注力する一方、不採算事業の見直しなどによる事
業改革の推進を行ってきました。当社グループは増収、増益を
続ける中で重油の使用量が減少し、電気使用量は増加していま
すが、炭酸ガスの排出量は、減少傾向にあります。

省エネ法の努力目標であるエネルギー消費原単位１％以上
（工場中計目標は8%/5年）を掲げ、エネルギー使用の効率
化を図るとともに年々エネルギー使用量が増加している中
で、太陽光発電設備の設置計画（酒田工場）廃溶剤の燃焼ボ
イラーの設置（金沢工場）を計画しています。

昨年発足したカーボンニュートラル実現検討委員会を経て、広くサステナ
ビリティに関連した課題を扱う「サステナビリティ委員会」を設置しました。
カーボンニュートラルに向けた施策もこの会議体で検討してまいります。

産業廃棄物の排出抑制
当社グループでは、環境負荷のさらなる低減に向け、3R
（リデュース、リユース、リサイクル）活動を展開していま
す。これにより、産業廃棄物の発生量を抑制するととも
に、発生した廃棄物の分別を徹底し、廃棄物の再資源化
を増やすことで、限りある資源の有効活用を目指してい
ます。これまで、副生油処理システムによる廃油の燃料
化、廃溶剤のボイラー燃料化を行い、社内の再資源化を
進めています。2022年度につては前年度とほぼ同じ0.2
ポイント減の19.7％となっています。
資源循環を意識した活動として廃油処理方法を検討し、
廃溶剤を燃料とするボイラーの設置を計画しています。
今年度は環境アセスメントが完了し、来期の稼働を目指
しています。

大気汚染防止
当社グループでは、これまでにボイラーや焼却炉の適正運転を
進めるなどの対策を通じて、大気汚染の防止に注力してきまし
た。そして、大気への有害物質の排出削減をさらに進めていま

す。今後も引き続き排出装置の監視を継続的に行うとともに、
排出の削減に努めてまいります。

水質汚染防止
当社グループでは、排水処理の継続的監視を行い、法規制値を
遵守することで、水質汚染の防止に尽力しています。特に、活性
汚泥処理施設や廃水焼却炉の適正な運転を進めることで、水

域への環境負荷低減に継続的に取り組んでいます。
規制値を十分下回っており、今後も引き続き監視を継続しなが
ら、削減に努めてまいります。

大阪有機 未来の森づくり活動
石川県は企業による森づくり活動の支援として「企業の森づく
り推進事業」を実施しています。当社金沢工場は2010年から
継続してこの活動に参加しています。

サステナビリティ委員会

PLAN14による効果 Next Stage 10  事業改革推進効果
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100

48.1
46.1

42.8
45.0

47.3 47.0

2020

2021

2021

2022

20222019 （年度）

42.6
45.7

42.3

42.3
44.3

87
75

67 62 57
48 42 39

55

大阪事業所/
金沢研究所

● 省資源/省エネルギーに貢献する製造技術と製品の開発
● エアコンの入れ替え（金沢研究所）

神港有機本社工場
● 設備更新での省エネルギー機器の導入(インバーター制御、高効率加熱器)
● 製造プロセス改善による、エネルギー消費原単位の低減

本社 ● 本社移転により電気使用量50%削減 （在宅勤務の増加効果も含む）

全事業所 ● 冷暖房の温度管理による省エネ対策、屋内外の照明に対する省エネ対策

金沢工場/ 
酒田工場

● 溶剤のリサイクル使用
● 廃溶剤のボイラー燃料化
● 太陽光発電設置計画（酒田工場）

● ドレンの排熱利用
● スチームトラップの定期点検と保全
● 新規設備の建設（トップランナー基準の装置を導入）
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再資源化率 2022年度実績  19.7％ 2024年度目標  25％以上
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2022年は20名（社員14名、家族6名）が参加。コロナウイルス
の感染予防策を行った上で補植30株と追肥など、植林の保全
活動を実施しました。
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省エネ、プロセス改善、廃油の利用等

グリーン電力の購入

グリーンLNGの購入

重油代替燃料の導入

脱炭素新技術によるCO2削減
●重油プロセスの電化　●カーボンネガティブ材料の開発

単位：㌧
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当社グループにおけるCO2削減に向けた施策

2022年度
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2023年度
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（中期目標）

2030年度
（中期目標）

2050年度
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12% 14％ 実質ゼロ15％以上 30％以上
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産業廃棄物の排出抑制
当社グループでは、環境負荷のさらなる低減に向け、3R
（リデュース、リユース、リサイクル）活動を展開していま
す。これにより、産業廃棄物の発生量を抑制するととも
に、発生した廃棄物の分別を徹底し、廃棄物の再資源化
を増やすことで、限りある資源の有効活用を目指してい
ます。これまで、副生油処理システムによる廃油の燃料
化、廃溶剤のボイラー燃料化を行い、社内の再資源化を
進めています。2022年度につては前年度とほぼ同じ0.2
ポイント減の19.7％となっています。
資源循環を意識した活動として廃油処理方法を検討し、
廃溶剤を燃料とするボイラーの設置を計画しています。
今年度は環境アセスメントが完了し、来期の稼働を目指
しています。

大気汚染防止
当社グループでは、これまでにボイラーや焼却炉の適正運転を
進めるなどの対策を通じて、大気汚染の防止に注力してきまし
た。そして、大気への有害物質の排出削減をさらに進めていま

す。今後も引き続き排出装置の監視を継続的に行うとともに、
排出の削減に努めてまいります。

水質汚染防止
当社グループでは、排水処理の継続的監視を行い、法規制値を
遵守することで、水質汚染の防止に尽力しています。特に、活性
汚泥処理施設や廃水焼却炉の適正な運転を進めることで、水

域への環境負荷低減に継続的に取り組んでいます。
規制値を十分下回っており、今後も引き続き監視を継続しなが
ら、削減に努めてまいります。

大阪有機 未来の森づくり活動
石川県は企業による森づくり活動の支援として「企業の森づく
り推進事業」を実施しています。当社金沢工場は2010年から
継続してこの活動に参加しています。

サステナビリティ委員会
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大阪事業所/
金沢研究所

● 省資源/省エネルギーに貢献する製造技術と製品の開発
● エアコンの入れ替え（金沢研究所）

神港有機本社工場
● 設備更新での省エネルギー機器の導入(インバーター制御、高効率加熱器)
● 製造プロセス改善による、エネルギー消費原単位の低減

本社 ● 本社移転により電気使用量50%削減 （在宅勤務の増加効果も含む）

全事業所 ● 冷暖房の温度管理による省エネ対策、屋内外の照明に対する省エネ対策

金沢工場/ 
酒田工場

● 溶剤のリサイクル使用
● 廃溶剤のボイラー燃料化
● 太陽光発電設置計画（酒田工場）

● ドレンの排熱利用
● スチームトラップの定期点検と保全
● 新規設備の建設（トップランナー基準の装置を導入）
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2022年は20名（社員14名、家族6名）が参加。コロナウイルス
の感染予防策を行った上で補植30株と追肥など、植林の保全
活動を実施しました。
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重油代替燃料の導入

脱炭素新技術によるCO2削減
●重油プロセスの電化　●カーボンネガティブ材料の開発
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当社グループにおけるCO2削減に向けた施策
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（長期目標）

12% 14％ 実質ゼロ15％以上 30％以上
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